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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第64期 第65期 第66期 第67期 第68期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 （千円） 1,185,464 1,633,735 2,113,371 2,080,433 1,747,280

経常利益 （千円） 22,022 135,099 196,711 127,546 82,804

当期純利益 （千円） 8,862 56,192 67,068 100,970 50,533

持分法を適用した場合の投

資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 64,491 64,491 64,491 64,491 64,491

発行済株式総数 （株） 1,289,820 1,289,820 1,289,820 1,289,820 1,289,820

純資産額 （千円） 704,238 747,532 801,702 889,774 927,408

総資産額 （千円） 1,525,720 1,513,647 1,433,273 1,478,807 1,480,835

１株当たり純資産額 （円） 546.00 579.56 621.56 689.84 719.02

１株当たり配当額

（円）

10.00 10.00 10.00 10.00 －

（うち１株当たり中間配当

額）
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額 （円） 6.87 43.57 52.00 78.28 39.18

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 46.16 49.38 55.94 60.17 62.63

自己資本利益率 （％） 1.26 7.51 8.37 11.35 5.45

株価収益率 （倍） － － － － －

配当性向 （％） 145.6 22.9 19.2 12.8 －

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 93,308 △116,093 271,904 △267,162 △56,007

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △173,138 96,685 19,115 22,577 32,184

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 202,053 △59,940 △59,935 △76,134 △66,760

現金及び現金同等物の期末

残高
（千円） 400,165 315,985 534,712 213,488 128,645

従業員数
（人）

34 36 38 37 40

（外、平均臨時雇用者数） (1) (1) (1) (1) (1)

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【沿革】

昭和24年８月 株式会社保田商店として大阪市東住吉区において電気機械器具の製作、修理、販売業務を開始。

昭和36年８月 商号を富士ホーニング工業株式会社に変更、本店を大阪市東区に移転。

昭和37年９月 本店を大阪市西区に移転。

昭和38年３月 （旧）富士ホーニング工業株式会社を吸収合併し、ホーニング盤の製造・販売を継承。

昭和38年５月 大阪証券取引市場及び東京証券取引市場第二部に上場。

昭和38年12月 大阪地方裁判所に対し、会社更生手続開始を申立。

昭和39年４月 会社更生手続開始決定。

昭和43年７月 大阪地方裁判所により会社更生計画案認可決定。

昭和43年７月 本店を大阪市西淀川区に移転。

昭和49年５月 大阪地方裁判所により更生手続終結決定。

昭和62年６月 定款の事業目的を変更（「不動産の賃貸」を加え、現在の事業目的のとおりに変更）

昭和62年10月 賃貸倉庫を新設。

昭和63年11月 大阪工場を土浦工場に集約。

平成６年５月 本店を大阪市福島区に移転。

平成７年７月 本店を東京都荒川区に移転。
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３【事業の内容】

　当社は、機械、部品、砥石の製造、販売を主にこれらに附帯する保守、サービスを行っております。

　当社の事業内容は次のとおりであります。

(1）機械製造部　　　主要製品はホーニングマシン、治具装置であります。

当社が製造・販売しております。

(2）部品製造部　　　主要製品はホーニングヘッド、マンドレルであります。

当社が製造・販売しております。

(3）砥石製造部　　　主要製品はホーニング砥石であります。

当社が製造・販売しております。

［事業系統図］

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有又は
被所有割合（％）

関係内容

（親会社）      

新日本工機㈱ 大阪市中央区 1,000
大型工作機械の製

造、販売
被所有　　83.1

当社機械製品の一

部を製造

役員の兼任等…有

 

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

平成27年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

40(1) 44.3 16.7 4,886

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む）は、年間の

平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(2）労働組合の状況

　当社の労働組合は、ＪＡＭ富士ホーニングと称し、土浦工場に同組合本部が、また、各事業所別に支部が置か

れ、平成27年３月31日現在における組合員数は27人で上部団体の全国金属機械労働組合に加盟しております。

　なお、労使関係は安定しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当事業年度における日本の国内の景気感は政府の政策効果と原油安の効果もあり、足元の国内景気は穏やかな回

復が続いており、先行きも期待できます。

　そして、工作機械業界に於いても好調で、北米や中国での投資が拡大し、受注実績で平成１９年に記録した過去

最高の１兆５千９００億円を超えるとの見方も有り、今後も内需、外需とも堅調に推移すると見込まれます。

　一方、当社が所属する自動車関連業界の平成２６年度の受注状況は、中国当局の引き締め、資金不足、経済の減

速懸念で引き合い案件は先延ばしになって低調でした。

　従って、当社ではこのような環境の中でも売上を上げるべく、海外営業(特に中国）をターゲットに新規の大口

の受注を目指して、現地の商社やディーラーとタイアップして営業活動をしてきた結果、ＧＭ中国の新規の大型案

件の受注ができました。

　この結果、当事業年度の業績は、売上高1,747,280千円（前年同期比16.0％減）、営業利益71,061千円（同

40.1％減）、経常利益82,804千円（同35.1％減）、当期純利益50,533千円（同50.0％減）となりました。

(2）キャッシュ・フロー

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業収入が1,570,418千円（同17.3％

減）と低水準となったことにより、前事業年度末に比べ84,843千円減少し、当事業年度末には128,645千円（同

39.7％減）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、使用した資金は、56,007千円（同79.0％減）となりました。これは主に営業収入が1,570,418

千円（前年同期比17.3％減）と減少しましたが、原材料又は商品の仕入れによる支出が437,193千円（同26.1％

減）減少したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、得られた資金は32,184千円（同42.6％増）となりました。これは主に有形固定資産の取得によ

る支出が10,816千円、定期預金の預入による支出11,000千円及びゴルフ会員権の取得による支出4,000千円があり

ましたが貸付金の回収による収入が56,000千円あったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、使用した資金は66,760千円（同12.3％減）となりました。これは主に長期借入金の返済による

支出48,000千円と配当金の支払11,967千円があったことによるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当事業年度の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
第68期

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

前年同期比（％）

機械製造部（千円） 1,418,941 85.6

部品製造部（千円） 246,122 84.7

砥石製造部（千円） 26,272 97.3

合計（千円） 1,691,335 85.6

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）商品仕入実績

　当事業年度の商品仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
第68期

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

前年同期比（％）

部品製造部（千円） 946 75.1

砥石製造部（千円） 21,451 38.3

合計（千円） 22,397 39.1

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

　当事業年度における受注状況を事業の部門別ごとに示すと次のとおりであります。

事業部門別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

機械製造部 1,674,118 129.7 1,239,110 125.9

部品製造部 331,515 126.7 172,990 168.4

砥石製造部 84,129 97.3 24,569 327.2

合計 2,089,762 127.5 1,436,669 131.3
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(4）販売実績

　当事業年度の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
第68期

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

前年同期比（％）

機械製造部（千円） 1,418,941 85.6

部品製造部（千円） 261,270 85.0

砥石製造部（千円） 67,069 57.9

合計（千円） 1,747,280 84.0

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであ

ります。

相手先

第67期
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

第68期
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

岡谷鋼機㈱ 278,105 13.4 441,058 25.2

三立興産㈱ － － 297,845 17.0

Hyundai WIA（中国） － － 239,464 13.7

㈱ナチ常磐 199,863 9.6 236,032 13.5

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３【対処すべき課題】

(1）現状の認識について

　平成27年4月に親会社が新日本工機株式会社から中西金属工業株式会社に変わり、営業的にも技術的にも生産能

力に於いても大きな変革の年になります。

　先ず、営業的には今まで殆どの案件は当社で行っており、しかもＳＮＫ南京の当社担当営業マンを当社の社員に

採用しましたので実質的にはほとんど問題は有りません。

　技術的には、新日本工機株式会社で設計した機械のほとんどは当社で基本設計したものであり、且つ製作図面も

当社に保管しておりますので問題は有りません。

　さらに、一番のネックであった大型機械の生産と生産能力ですが、過去２年間で工場を改装し組み立て面積を５

割アップしたのと、大手の生産外注を確保しましたので生産能力に余裕があります。

(2）当面の対処すべき課題の内容

　超低コスト、省エネルギー、環境改善に資する製品の開発を考えております。

(3）対処方針

　開発技術者の強化と関係会社、協力会社との共同開発と共に顧客との一層の協力関係を目指します。

(4）具体的な取組状況等

　小型ワークの重ね加工の実現、より精密な加工、制御を可能にするＣＮＣの開発に取り組んでいます。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1）為替相場の変動について

　　当社は、東南アジア、中国、韓国を中心とした海外市場への積極的な展開をしております。今後はさらにその比

重は高くなる傾向です。当社では、為替レートの変動による直接的なリスクを回避するため極力円建てによる販売

を実施しておりますが今後、海外の新規ユーザーとの取引においては外貨建てで行う場合もあり、為替レートの変

動によっては、当社の財政状況及び経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

(2）輸出製品に係る入金条件について

　　　　当社では、機械装置の輸出に関して、代金回収の安全性の観点から海外ユーザーの取引銀行よりＬ／Ｃを発行し

てもらい入金手続きをしております。しかし、売上代金入金の一部は機械装置据付検収完了後に行われます。据付

検収が長引けば、売上代金の入金が遅延することがあります。その場合には、当社の財政状況及び経営成績等に影

響を及ぼす可能性があります。

(3）製造物責任について

　　　　当社の工作機械事業では、製造物責任賠償の対応として国内向け及び海外向けの製造物賠償責任保険（ＰＬ保

険）に加入しておりますが、製品の欠陥による賠償額が多額となる場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　当事業年度において研究開発活動に係る特記すべき事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）重要な会計方針及び見積もり

　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

　この財務諸表の作成に当たりまして、売上高は顧客に対して工場から製品が出荷された時点、またはサービスが

提供された時点に計上されます。固定資産は取得価額から税法に定められた方法による償却を行い計上されます。

　売上原価は期首棚卸高に期中の製造原価及び仕入高を加え、期末の棚卸高を差し引いて計上されます。

(2）当事業年度の経営分析

　当社の主要ユーザーであります自動車メーカー及び自動車関連メーカーからの新規の機械の受注は未だに、国内

では低迷しております。

　このような状況ですが、当社ではこのような環境の中でも売上を上げるべく、海外営業（特に中国）をターゲッ

トに新規の大口の受注を目指して、現地の商社やディーラーとタイアップして営業活動を活発にしてきました結

果、ＧＭ中国等の新規の大型案件を受注できました。

　この結果、当事業年度の売上高は1,747,280千円（前年同期比16.0％減）となりました。営業利益については、

前事業年度は118,600千円でありましたが、当事業年度においては主に機械製造部門の売上総利益率が低調で

71,061千円（同40.1％減）となりました。

①売上高

　機械製造部門は前事業年度に比べて14.4％減の1,418,941千円、部品製造部門は前事業年度に比べ15.0％減

261,270千円、砥石製造部門は前事業年度に比べ42.1％減の67,069千円となりました。

②売上原価、販売費及び一般管理費

　売上原価は、機械製造部門の売上原価率が前事業年度比0.7％増、部品製造部門で前事業年度比6.8％減及び砥石

製造部門で前事業年度比3.7％減となり、全体の売上原価率は前事業年度比0.1％増の86.0％となっております。

　販売費及び一般管理費は、当事業年度に於いては２年に一度の日本国際工作機械見本市が開催され、その諸費用

も発生致しましたが2,672千円と少額でした。また、海外の商社に対する販売手数料が減ったことにより前事業年

度に比べ1.2％減少し173,206千円となりました。

③営業外収益、営業外費用

　営業外収益は、前事業年度に比べ1,939千円増加し、13,296千円となりました。この主な内訳は受取利息3,715千

円、為替差益8,027千円であります。営業外費用は、前事業年度に比べ858千円減少し、1,553千円となりました。

この主な内訳は支払利息1,122千円であります。

　以上の結果、当事業年度の経常利益は82,804千円（前年同期比35.1％減）となりました。

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社を取り巻く事業環境は非常に競争が厳しく、主力商品であるホーニング盤の需要は年毎に大きく変動しがち

であります。ホーニング盤の主要需要家は自動車関連と家電のコンプレッサー業界ですが、既に設備投資の主戦場

は海外に移っており海外の景気動向に大きく影響される状況は変わりません。

(4）戦略的現状と見通し

　当社といたしましては、これらの状況を踏まえて、当社が強固な地位を占める自動車エンジン用やコンロッド用

の製品において更に拡販を目指すとともに、今後、省エネルギー、エコロジーの観点から需要の拡大が見込まれる

超精密加工用の低価格製品の開発に注力致します。

(5）キャッシュ・フローの状況

　「１　業績等の概要、(2) キャッシュ・フロー」に記載した事項を参照下さい。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度は設備投資を行っておりません。

　なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

２【主要な設備の状況】

　当社は、国内に１ケ所の工場を運営しております。

　また国内に２ケ所の営業所を設けております。

　以上のうち、主要な設備は、以下のとおりであります。

平成27年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（千円）

機械装置
及び車輛
運搬具
（千円）

土地
（千円）
(面積㎡)

リース資産
（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

土浦工場

（茨城県土浦市）

ホーニングマシン

等生産設備
24,576 7,575

109,153

(6,198.44)
12,454 2,942 156,700 33

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であります。なお、金額には消費税等を含めておりませ

ん。

 　　　２．上記の他、リース契約により複写機等を使用しております。

 

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,000,000

計 5,000,000

（注）平成27年６月26日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、発行可能株式総数は同日より普通株式

　　　499万9900株、種類株式100株となっております。

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成27年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年６月29日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,289,820 1,289,820 非上場
単元株式数

1,000株

計 1,289,820 1,289,820 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

昭和43年４月１日～

昭和44年３月31日
－ 1,289,820 △336,309 64,491 － －

　（注）昭和43年７月23日大阪地方裁判所において認可を受けた更生計画に基づき減資したものであります。

（６）【所有者別状況】

平成27年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 2 1 3 － － 28 34 －

所有株式数

（単元）
－ 15 7 1,073 － － 58 1,153 136,820

所有株式数の

割合（％）
－ 1.30 0.61 93.06 － － 5.03 100 －
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（７）【大株主の状況】

  平成27年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

新日本工機株式会社 大阪府大阪市中央区北久宝寺町２－４－１ 1,071 83.10

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 14 1.08

金内　永子 神奈川県中郡大磯町 10 0.77

三浦　康生 兵庫県芦屋市 7 0.58

光世証券株式会社 大阪府大阪市中央区高麗橋３－１ 7 0.56

直井　良幸 岡山県岡山市北区 5 0.40

東尾　貫司 大阪府大阪市城東区 5 0.39

丸尾　久子 大阪府岸和田市 4 0.31

後藤　栄子 大阪府大阪市阿倍野区 2 0.17

堀田　敬子 大阪府大阪市阿倍野区 2 0.15

計 － 1,129 87.55

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  1,153,000 1,153 －

単元未満株式 普通株式    136,820 － －

発行済株式総数 1,289,820 － －

総株主の議決権 － 1,153 －

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。

３【配当政策】

　当社の配当につきましては業績に対応した配当を行うことを基本としつつ、株主への利益還元を重要な課題のひと

つと考え、同時に企業体質の一層の強化と今後の事業展開に備えるための内部留保の充実等を勘案して決定する方針

を採っております。

　当社は、期末配当として年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　剰余金の配当の決定機関は、期末配当について株主総会であります。

　当事業年度の配当につきましては、中西金属工業株式会社による当社株式に対する公開買付けが実施され、同公開

買付けに応募した株主の皆様と応募しない株主の皆様との間で経済的効果に差異が生じる可能性があるため、株主の

皆様の間での公平性を確保する観点から、配当を実施しないことといたしました。

 

４【株価の推移】

　当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。
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５【役員の状況】

男性8名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数

取締役社長

(代表取締役)
 村井　福司 昭和37年６月25日生

 
昭和62年４月 中西金属工業㈱入社

平成26年４月 同社執行役員

 NKC of America Inc.社長

平成27年３月

 
平成27年６月

同社執行役員、輸送機事業部製

造管理本部長（現任）

当社代表取締役社長就任（現

任）
 

(注)１ －

取締役副社長

(代表取締役)
 秋本　靖彦 昭和18年４月３日生

 
昭和42年３月 新日本工機㈱入社

昭和63年８月 新日本工機㈱技術部次長

平成７年８月 日新工機㈱取締役就任

平成16年６月 当社取締役業務部長就任

平成17年６月 当社取締役副社長就任

平成27年４月 当社代表取締役就任（現任）
 

(注)１ 1,000

取締役 技術営業部長 山田　博 昭和24年５月10日生

 
昭和44年９月 当社入社

平成５年６月 機械製造部長

平成11年６月 技術サービス部長

平成12年６月 取締役就任（現任）技術サービ

ス部長

平成13年６月 技術営業部長（現任）
 

(注)１ －

取締役 土浦工場長 椎名　和夫 昭和27年５月６日生

 
昭和51年６月 当社入社

平成５年７月 技術部長

平成９年７月 機械製造部長

平成19年７月 土浦工場長

平成23年６月 取締役就任　土浦工場長（現

任）
 

(注)１ －

取締役  岡崎　茂雄 昭和27年３月20日生

 
昭和45年３月 中西金属工業㈱入社

平成16年11月 同社輸送機事業部長

 中西輸送機㈱取締役社長（現

任）

平成17年６月 中西金属工業㈱取締役

平成23年６月 同社取締役執行役員、輸送機事

業部長（現任）

平成27年６月 当社取締役就任（現任）
 

(注)１ －

取締役  豊田　泰正 昭和32年３月15日生

 
昭和56年４月 中西金属工業㈱入社

平成16年４月 同社輸送機事業部企画部長

平成25年４月

 

同社執行役員、輸送機事業部戦

略企画室長 兼 企画部長（現

任）

平成27年６月 当社取締役就任（現任）
 

(注)１ －

取締役  高田　恒浩 昭和37年３月19日生

 
昭和60年４月 中西金属工業㈱入社

平成23年３月 同社輸送機事業部営業部長（現

任）

平成27年６月 当社取締役就任（現任）
 

(注)１ －

監査役  山本喜一郎 昭和28年10月20日生

 
昭和49年３月 中西金属工業㈱入社

平成20年３月

平成22年４月

NKC of America Inc.社長

中西金属工業㈱執行役員

NKC of America Inc.社長

平成26年４月 中西輸送機㈱滋賀工場工場長付

顧問（現任）

平成27年６月 当社監査役就任（現任）
 

(注)２ －

    計  －

（注）１．平成27年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

　　　２．平成27年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、健全で透明性が高く、経営環境の変化に迅速かつ的

確に対応できる経営体制の確立を重要な経営課題と考え、コンプライアンスについても、全社員が認識し、実践する

ことが重要であると考えております。

①　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

イ．会社の機関の基本説明

取締役　７名、　監査役　１名

ロ．会社機関の内容及び内部統制システム整備の状況

　当社の内部統制システムといたしましては８月を除き毎月１回の取締役会に加え、毎月１回管理職会を開催し

ております。さらに必要に応じ、担当部門と取締役会の会議を持っております。

ハ．内部監査及び監査役監査の状況

　当社は組織上内部監査部を設置して居りませんが本社業務部の経理課長が定期的に工場・営業所を廻り、内部

監査の職務を実施しております。監査役監査は中間期末及び年度末に実施しております。又、会計監査人、監査

役及び内部監査の任を負う経理課長との相互連携の状況については、経理課長が実施した内部監査の結果を常に

監査役に報告しており、更に必要あるときは監査役監査に経理課長が同席して、内部監査の実行を期しておりま

す。会計監査人と監査役及び経理課長は適宜、情報交換の場を設けて連携を深めております。

ニ．会計監査の状況

当社の会計監査人につきましては、東邦監査法人と監査契約を結び公正な立場から監査が実施される状況を

整備しております。

業務を執行した公認会計士の氏名

公認会計士の氏名 所属する監査法人名

指定社員

業務執行社員

矢崎　英城
東邦監査法人

佐藤　　淳

（注）継続監査年数につきましては、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

監査業務に係る補助者の構成　：　公認会計士　３名

ホ．社外取締役及び社外監査役との関係

　該当事項はありません。

②　リスク管理体制の整備の状況

　当社のリスク管理体制は事業等のリスクについては債権限度管理を徹底しております。海外派遣社員について

は、各国大使館、公使館、外務省と密接な連絡をとり、安全の確保に努めております。

③　役員報酬の内容

　当事業年度における当社の取締役に対する役員報酬は以下のとおりであります。

役員報酬：   

取締役に支払った報酬　　14,150千円  
 

 

④　取締役の定数

　当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

⑤　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。なお、取締役の選任決議は累積投票によら

ないものとする旨定款に定めております。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

2,600 － 2,600 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前事業年度）

　該当事項はありません。

（当事業年度）

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前事業年度）

該当事項はありません。

（当事業年度）

該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては会社の規模、業務内容、監査日数等を考慮し

て決定しております。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について
　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成26年４月１日から平成27年３月31日

まで）の財務諸表について、東邦監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 213,488 ※１ 139,645

受取手形 41,493 167,580

売掛金 485,706 564,900

商品及び製品 20,403 20,544

原材料 27,459 27,785

仕掛品 269,780 365,282

前渡金 ※２ 150,000 －

未収入金 ※２ 3,934 －

未収消費税等 27,276 17,358

その他 2,510 2,146

貸倒引当金 △4,205 △5,857

流動資産合計 1,237,844 1,299,383

固定資産   

有形固定資産   

建物 169,641 169,641

減価償却累計額 △154,551 △155,889

建物（純額） 15,090 13,752

建物附属設備 54,087 63,983

減価償却累計額 △52,977 △54,396

建物附属設備（純額） 1,110 9,587

構築物 28,844 28,844

減価償却累計額 △27,349 △27,607

構築物（純額） 1,495 1,237

機械及び装置 201,848 201,848

減価償却累計額 △190,881 △194,401

機械及び装置（純額） 10,967 7,447

車両運搬具 12,395 12,395

減価償却累計額 △12,153 △12,232

車両運搬具（純額） 242 163

工具、器具及び備品 112,139 110,833

減価償却累計額 △107,401 △107,842

工具、器具及び備品（純額） 4,738 2,991

土地 109,153 109,153

リース資産 20,379 20,379

減価償却累計額 △1,132 △7,925

リース資産（純額） 19,247 12,454

有形固定資産合計 162,042 156,784

無形固定資産   

電話加入権 1,287 1,287

ソフトウエア 3,580 2,414

無形固定資産合計 4,867 3,701
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

投資その他の資産   

出資金 15,783 17,784

敷金 2,669 2,669

差入保証金 50 50

長期貸付金 56,000 －

破産更生債権等 － 928

貸倒引当金 △448 △464

投資その他の資産合計 74,054 20,967

固定資産合計 240,963 181,452

資産合計 1,478,807 1,480,835

負債の部   

流動負債   

支払手形 ※２ 252,145 ※２ 202,987

買掛金 108,538 132,815

1年内返済予定の長期借入金 48,000 22,000

リース債務 7,133 7,133

未払費用 30,493 28,045

預り金 1,710 1,905

前受金 － 23,000

賞与引当金 15,243 15,004

未払法人税等 3,073 30,693

その他 3,124 3,517

流動負債合計 469,459 467,099

固定負債   

長期借入金 22,000 －

リース債務 13,077 5,944

退職給付引当金 69,467 63,641

役員退職慰労引当金 15,030 16,743

固定負債合計 119,574 86,328

負債合計 589,033 553,427

純資産の部   

株主資本   

資本金 64,491 64,491

利益剰余金   

利益準備金 13,000 14,300

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 812,283 848,617

利益剰余金合計 825,283 862,917

株主資本合計 889,774 927,408

純資産合計 889,774 927,408

負債純資産合計 1,478,807 1,480,835
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高 2,080,433 1,747,280

売上原価   

商品及び製品期首たな卸高 22,459 20,403

当期製品製造原価 1,714,606 1,469,244

当期商品及び製品仕入高 69,876 33,910

合計 1,806,941 1,523,557

商品及び製品期末たな卸高 20,403 20,544

売上原価合計 ※２ 1,786,538 ※２ 1,503,013

売上総利益 293,895 244,267

販売費及び一般管理費 ※１ 175,295 ※１ 173,206

営業利益 118,600 71,061

営業外収益   

受取利息 4,058 3,715

為替差益 777 8,027

貸倒引当金戻入額 307 448

受取保険金 4,992 －

雑収入 1,223 1,106

営業外収益合計 11,357 13,296

営業外費用   

支払利息 2,406 1,122

雑損失 5 431

営業外費用合計 2,411 1,553

経常利益 127,546 82,804

特別損失   

ゴルフ会員権売却損 514 －

固定資産除却損 ※３ 22 －

特別損失合計 536 －

税引前当期純利益 127,010 82,804

法人税、住民税及び事業税 26,040 32,271

当期純利益 100,970 50,533
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  435,171 24.5 514,958 32.9

Ⅱ　労務費  228,585 12.9 218,399 13.9

Ⅲ　経費 ※１ 1,113,558 62.6 831,389 53.1

当期総製造費用  1,777,314 100.0 1,564,746 100.0

期首仕掛品たな卸高  207,072  269,780  

合計  1,984,386  1,834,526  

期末仕掛品たな卸高  269,780  365,282  

他勘定振替高  －  －  

当期製品製造原価  1,714,606  1,469,244  

 

（原価計算の方法）

　当社の原価計算は、機械については個別原価計算による、砥石については総合原価計算による、実際原価計算であり

ます。

 

　（注）※１．主な内訳は次のとおりであります。

項目 前事業年度 当事業年度

外注加工費（千円） 966,668 736,742

修繕費（千円） 62,359 1,788

旅費交通費（千円） 35,788 37,831

減価償却費（千円） 11,493 17,174
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

     (単位：千円)

 株主資本

純資産合計

 

資本金

利益剰余金

株主資本合計 
利益準備金

その他利益剰余
金

利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 64,491 11,700 725,511 737,211 801,702 801,702

当期変動額       

利益準備金の積立  1,300 △1,300 －   

剰余金の配当   △12,898 △12,898 △12,898 △12,898

当期純利益   100,970 100,970 100,970 100,970

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

     －

当期変動額合計 － 1,300 86,772 88,072 88,072 88,072

当期末残高 64,491 13,000 812,283 825,283 889,774 889,774

 

当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

     (単位：千円)

 株主資本

純資産合計

 

資本金

利益剰余金

株主資本合計 
利益準備金

その他利益剰余
金

利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 64,491 13,000 812,283 825,283 889,774 889,774

当期変動額       

利益準備金の積立  1,300 △1,300 －   

剰余金の配当   △12,898 △12,898 △12,898 △12,898

当期純利益   50,533 50,533 50,533 50,533

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

     －

当期変動額合計 － 1,300 36,335 37,635 37,635 37,635

当期末残高 64,491 14,300 848,617 862,917 927,408 927,408
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

営業収入 1,898,254 1,570,418

原材料又は商品の仕入れによる支出 △1,675,483 △1,238,290

人件費の支出 △306,903 △299,391

その他の営業支出 △143,696 △86,687

小計 △227,828 △53,950

利息及び配当金の受取額 4,058 3,715

利息の支払額 △2,406 △1,122

保険金の受取額 4,992 －

法人税等の支払額 △45,978 △4,650

営業活動によるキャッシュ・フロー △267,162 △56,007

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,260 △10,816

定期預金の預入による支出 － △11,000

ソフトウエアの取得による支出 △1,065 －

ゴルフ会員権の取得による支出 △13,783 △4,000

ゴルフ会員権の売却による収入 1,285 2,000

貸付金の回収による収入 38,400 56,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 22,577 32,184

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の返済による支出 △15,000 －

長期借入金の返済による支出 △48,000 △48,000

リース債務の返済による支出 △1,189 △6,793

配当金の支払額 △11,945 △11,967

財務活動によるキャッシュ・フロー △76,134 △66,760

現金及び現金同等物に係る換算差額 △505 5,740

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △321,224 △84,843

現金及び現金同等物の期首残高 534,712 213,488

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 213,488 ※ 128,645
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しており

ます。

原材料　　－原価法（先入先出法）

仕掛品　　－原価法（機械－個別原価法）

（砥石－総平均原価法）

商品・製品－原価法（機械－個別原価法）

（砥石－総平均原価法）

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）を採用して

おります。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 10～35年

機械装置 ４～９年

 

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3）リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により計上しております。

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上することにしてお

りますが、当事業年度末は該当事項はありません。

(2）賞与引当金

　従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため当事業年度末における退職給付債務及び中小企業退職金共済制度の退職金

試算額に基づき計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規定に基づく期末要支給額を計上しております。

 

４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ケ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の処理方法

　 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

定期預金 －千円 11,000千円

 

　　定期預金 11,000千円は海外取引に伴う契約履行保証として、担保に供しております。

 

 

※２　関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

流動資産   

前渡金 150,000千円 －千円

未収入金 3,934 －

流動負債   

支払手形 114,563千円 6,426千円

 

　※３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と貸出コミットメント契約を締結しております。こ

れ　　らの契約に基づく事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの

総額
100,000千円 89,000千円

借入実行残高 － －

差引額 100,000 89,000
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（損益計算書関係）

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度30％、当事業年度23％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度70％、当事業年度78％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

販売手数料 47,930千円 34,295千円

運賃荷造費 2,496 2,594

賃金給料及び諸手当 36,968 36,787

役員報酬 14,400 14,150

賞与引当金繰入額 12,828 13,092

法定福利費 8,730 8,810

賃借料 6,502 6,233

旅費交通費 14,433 17,003

支払手数料 5,971 7,971

通信費 2,974 2,589

 

 

 

※２　当期製造費用に含まれる関係会社との取引による外注加工費の総額

前事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

630,589千円 443,817千円

 

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

工具、器具及び備品 22千円 －千円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 1,289,820 － － 1,289,820

合計 1,289,820 － － 1,289,820

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

 （１）配当金支払額

 

 

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 12,898 利益剰余金 10 平成25年３月31日 平成25年６月28日

 （２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 

 

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 12,898 利益剰余金 10 平成26年３月31日 平成26年６月30日
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当事業年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 1,289,820 － － 1,289,820

合計 1,289,820 － － 1,289,820

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

 （１）配当金支払額

 

 

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 12,898 利益剰余金 10 平成26年３月31日 平成26年６月30日

 （２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　　　　該当事項はありません。

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

現金及び預金勘定 213,488千円 139,645千円

担保に供している定期預金 － △11,000

現金及び現金同等物 213,488 128,645
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（リース取引関係）
 

（借主側）
１．ファイナンス・リース取引
　　所有権移転外ファイナンス・リース取引
(1) リース資産の内容
　　・有形固定資産　土浦工場における三次元測定機（工具、器具及び備品）であります。
(2) リース資産の減価償却の方法
　　・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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（金融商品関係）

前事業年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転

資金を銀行借入により資金を調達しております。

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金に関する顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を

図っております。また、関係会社に対し貸付を行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが５ヶ月以内の支払期日であります。

　借入金の使途は運転資金及び関係会社に対する長期貸付金であります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成26年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）  

(1）現金及び預金 213,488 213,488 －  

(2）受取手形 41,493 41,493 －  

(3）売掛金 485,706 485,706 －  

(4）長期貸付金 56,000 56,000 －  

　資産計 796,687 796,687 －  

(1）支払手形 252,145 252,145 －  

(2）買掛金 108,538 108,538 －  

(3）未払法人税等 3,073 3,073 －  

(4）１年内返済予定の長期借入金 48,000 48,779 779  

(5）長期借入金 22,000 21,795 △205  

　負債計 433,756 434,330 574  

 デリバティブ取引(*1) － － －  

(*1)当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

 （注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形、(3）売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(4）長期貸付金

　この時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しております。

 

　負　債

(1)支払手形、(2)買掛金、(3)未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(4)1年内返済予定の長期借入金、(5)長期借入金

　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。
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２．金銭債権の決算日後の償還予定額

 
１年以内
 (千円）

１年超
５年以内
 (千円）

５年超
10年以内
 (千円）

10年超
 (千円）

現金及び預金 213,488 － － －

受取手形 41,493 － － －

売掛金 485,706 － － －

合計 740,687 － － －

 

　　　３．長期借入金の決算日後の返済予定額

前事業年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 48,000 22,000 － － － －

合計 48,000 22,000 － － － －
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当事業年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転

資金を銀行借入により資金を調達しております。

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金に関する顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を

図っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが５ヶ月以内の支払期日であります。

　借入金の使途は運転資金であります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成27年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）  

(1）現金及び預金 139,645 139,645 －  

(2）受取手形 167,580 167,580 －  

(3）売掛金 564,900 564,900 －  

　資産計 872,125 872,125 －  

(1）支払手形 202,987 202,987 －  

(2）買掛金 132,815 132,815 －  

(3）未払法人税等 30,693 30,693 －  

(4）１年内返済予定の長期借入金 22,000 22,000 －  

　負債計 388,495 388,495 －  

 デリバティブ取引(*1) － － －  

(*1)当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

 （注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形、(3）売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

 

　負　債

(1)支払手形、(2)買掛金、(3)未払法人税等、(4)1年内返済予定の長期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。
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２．金銭債権の決算日後の償還予定額

 
１年以内
 (千円）

１年超
５年以内
 (千円）

５年超
10年以内
 (千円）

10年超
 (千円）

現金及び預金 139,645 － － －

受取手形 167,580 － － －

売掛金 564,900 － － －

合計 872,125 － － －

 

　　　３．長期借入金の決算日後の返済予定額

当事業年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 22,000 － － － － －

合計 22,000 － － － － －
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（有価証券関係）

前事業年度（平成26年３月31日現在）

有価証券

　該当事項はありません。

 

当事業年度（平成27年３月31日現在）

有価証券

　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

 

当事業年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型の確定給付制度を採用しております。

 

２．確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

退職給付引当金の期首残高 71,905千円

退職給付費用 12,278 

退職給付の支払額 △10,536 

制度への拠出額 △4,180 

退職給付引当金の期末残高 69,467 
 
(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

積立型制度の退職給付債務 109,213千円

年金資産 △39,746 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 69,467 

   

退職給付引当金 69,467 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 69,467 
 
(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 12,278千円

 

当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型の確定給付制度を採用しております。

 

２．確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

退職給付引当金の期首残高 69,467千円

退職給付費用 12,508 

退職給付の支払額 △14,584 

制度への拠出額 △3,750 

退職給付引当金の期末残高 63,641 
 
(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

積立型制度の退職給付債務 103,837千円

年金資産 △40,196 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 63,641 

   

退職給付引当金 63,641 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 63,641 
 
(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 12,508千円
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（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

（税効果会計関係）

　前事業年度及び当事業年度については、課税所得の十分性等の分析により、繰延税金資産の回収可能性がないと

判断されるので、税効果会計の適用を取り止めました。参考迄に税効果会計を適用したとしたら以下の繰延税金資

産及び繰延税金負債が算出されます。

（参考）

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  

 
繰延税金資産

賞与引当金否認

未払事業税否認

退職給付引当金否認

役員退職慰労引当金否認

減価償却超過額否認

その他

繰延税金資産合計
 

 
  

5,615千円

277 

25,592 

5,537 

64 

－ 

37,085 
 

 
  

4,966千円

2,500 

22,280 

5,861 

54 

44 

35,708 
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  

 
法定実効税率

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目

住民税均等割等

法人税等調整額

その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率
 

　法定実効税率と税効果会計

適用後の法人税等の負担率と

の間の差異が法定実効税率の

100分の５以下であるため注記

を省略しております。

　法定実効税率と税効果会計

適用後の法人税等の負担率と

の間の差異が法定実効税率の

100分の５以下であるため注記

を省略しております。

（注）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税等の一部を改正する法律」が平成27年３月31日に公布された

ことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成27年４月１日以降解消されるも

のに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の36.8％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成27年４

月１日から平成28年３月31日までのものは33.1％、平成28年４月１日以降のものについては32.3％にそれぞれ変

更されております。

　この税率変更による財務諸表に与える影響はありません。

 

（資産除去債務関係）

　該当事項はありません。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前事業年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

当社は、ホーニング事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当事業年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

当社は、ホーニング事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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【関連情報】

前事業年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：千円）

日本 アジア 中国 合計

1,000,375 454,683 625,375 2,080,433

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

現代自動車 413,510 ホーニング事業

起亜自動車 364,000 ホーニング事業

岡谷鋼機㈱ 278,105 ホーニング事業

 

当事業年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：千円）

日本 中国 アジア その他 合計

1,168,732 362,291 210,027 6,230 1,747,280

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

岡谷鋼機㈱ 441,058 ホーニング事業

三立興産㈱ 297,845 ホーニング事業

Hyundai WIA(中国） 239,464 ホーニング事業

㈱ナチ常盤 236,032 ホーニング事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前事業年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

１．関連当事者との取引

（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

 
関連当事者と
の関係
 

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社
新日本工

機㈱

大阪市中

央区
1,000

大型工作

機械の製

造・販売

（被所有）

直接

83.1

当社製品の製

作

役員の兼任

機械の加工、

組立
618,980 支払手形 114,563

技術的応援、

部品の供与
69,093

前渡金 150,000

未収入金 3,934

　（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

当社製品の製作については、一般の取引条件と同様に決定しております。

　（イ）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　　　当社は子会社及び関連会社等がないため、該当事項はありません。

（ウ）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の親

会社を持

つ会社

㈱シー・エ

ス・シー

東京都千代田

区
88 卸売業 － 資金援助 資金の回収 38,400 長期貸付金 56,000

 

　（エ）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

　　　該当事項はありません。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　(1) 親会社情報

　　　新日本工機㈱　同社の発行する有価証券は金融商品取引所には上場されておりません。

　(2) 重要な関連会社の要約財務情報

　　　当社は関連会社がないため、該当事項はありません。
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当事業年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

１．関連当事者との取引

（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

 
関連当事者と
の関係
 

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社
新日本工

機㈱

大阪市中

央区
1,000

大型工作

機械の製

造・販売

（被所有）

直接

83.1

当社製品の製

作

役員の兼任

機械の加工、

組立
443,817 支払手形 6,426

技術的応援、

部品の供与
198,804 － －

　（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

当社製品の製作については、一般の取引条件と同様に決定しております。

　（イ）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　　　当社は子会社及び関連会社等がないため、該当事項はありません。

（ウ）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の親

会社を持

つ会社

㈱シー・エ

ス・シー

東京都千代田

区
88 卸売業 － 資金援助 資金の回収 56,000 － －

 

　（エ）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

　　　該当事項はありません。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　(1) 親会社情報

　　　新日本工機㈱　同社の発行する有価証券は金融商品取引所には上場されておりません。

　(2) 重要な関連会社の要約財務情報

　　　当社は関連会社がないため、該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

 
１株当たり純資産額      689.84円

１株当たり当期純利益金額     78.28円
 

 
１株当たり純資産額      719.02円

１株当たり当期純利益金額     39.18円
 

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

当期純利益（千円） 100,970 50,533

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 100,970 50,533

期中平均株式数（千株） 1,289 1,289

 

（重要な後発事象）

　（当社株式に対する公開買付けと親会社の異動について）

　中西金属工業株式会社（以下、「公開買付者」といいます。）が平成27年３月13日より実施しておりました当社

の普通株式に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）は、平成27年４月９日をもって終了し、公

開買付者より、当社の普通株式1,091,131株を取得することとなった旨の報告を受けました。

　この結果、平成27年４月22日（本公開買付けの決済の開始日）付で、当社の総株主の議決権に対する公開買付者

の所有する議決権の割合が50％を超えることとなり、公開買付者は新たに当社の親会社に該当することとなりまし

た。

 

親会社の異動

１．当該異動に係る親会社の名称、住所、代表者の氏名、資本金の額及び事業の内容

新たに親会社となるもの

　名　　　　称　　中西金属工業株式会社

　住　　　　所　　大阪府大阪市北区天満橋三丁目３番５号

　代表者の氏名　　取締役社長　中西　竜雄

　資本金 の 額　　2,512,500千円

　事業の 内 容　　ベアリング・リテーナー・コンベア及び自動制御装置・サッシ用戸車・住宅関連製品・ゴムシ

　　　　　　　　　ール・精密金型・無人搬送車（ＡＧＶ）・各種金属プレス加工品・各種樹脂射出成型品・冷間

　　　　　　　　　圧延鋼板等の製造販売

 

２．当該異動の前後における当該親会社の所有に係る当社の議決権の数及び当社の総株主等の議決権に対する割合

 所有議決権の数 総株主等の議決権に対する割合

　異動前 0個 0.00％

　移動後 1,091個 84.64％

（注１）異動前及び異動後の「総株主等の議決権に対する割合」は、平成26年12月25日に提出した第68期中半期報

　　　　告書に記載された平成26年９年30日現在の当社の発行済株式総数（1,289,820株）に係る議決権の数1,289

　　　　個を分母として計算しております。

（注２）「総株主等の議決権に対する所有割合」は、小数点以下第三位を四捨五入しております。

 

３．異動の年月日

　　平成27年４月22日（本公開買付けの決済の開始日）
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 169,641 － － 169,641 155,889 1,338 13,752

建物附属設備 54,087 9,896 － 63,983 54,396 1,420 9,587

構築物 28,844 － － 28,844 27,607 257 1,237

機械及び装置 201,848 － － 201,848 194,401 3,520 7,447

車両運搬具 12,395 － － 12,395 12,232 79 163

工具、器具及び備品 112,139 920 2,226 110,833 107,842 2,667 2,991

土地 109,153 － － 109,153 － － 109,153

リース資産 20,379 － － 20,379 7,925 6,793 12,454

有形固定資産計 708,486 10,816 2,226 717,076 560,292 16,074 156,784

無形固定資産        

電話加入権 － － － 1,287 － － 1,287

ソフトウエア － － － 5,834 3,420 1,167 2,414

無形固定資産計 － － － 7,121 3,420 1,167 3,701

長期前払費用 － － － － － － －

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）１．当期増加額・減少額のうち主なものは次のとおりであります。

建物附属設備 増加額（千円） 土浦工場 9,896

工具、器具及び

備品

増加額（千円） 土浦工場 920

減少額（千円） 土浦工場 2,107

減少額（千円） 本　　社 119

２．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。

 

【社債明細表】

　該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

１年以内に返済予定の長期借入金 48,000 22,000 2.26 －

１年以内に返済予定のリース債務 7,133 7,133 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 22,000 － 2.26 －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 13,077 5,944 － 平成28年～29年

その他有利子負債 － － － －

合計 90,210 35,077 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　　　２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

　　　　３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は

以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

リース債務 5,944 － － －

 

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 4,653 2,116 － 448 6,321

賞与引当金 15,243 46,500 46,739 － 15,004

役員退職慰労引当金 15,030 1,713 － － 16,743

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、回収による取崩額（448千円）であります。

 

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。

 

 

 

 

 

EDINET提出書類

富士ホーニング工業株式会社(E01561)

有価証券報告書

43/51



（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 1,611

預金  

当座預金 114,188

普通預金 12,846

定期預金 11,000

小計 138,034

合計 139,645

 

ロ．受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

三立興産㈱ 99,660

岡谷鋼機㈱ 53,255

㈱ナチ常磐 2,265

㈱日下歯車製作所 2,172

㈱サンエーエンジニアリング 2,134

その他 8,094

合計 167,580

 

期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成27年４月 145,311

５月 3,835

６月 5,588

７月 10,368

８月 1,045

９月以降 1,433

合計 167,580
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ハ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

三立興産㈱ 189,806

㈱ナチ常盤 139,929

岡谷工機㈱ 104,928

HYUNDAI KIA MOTORS 35,975

吉林省創展科貿易有限公司 26,479

㈱不二 26,374

その他 41,409

合計 564,900

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)

 
(C)

×100
(A) ＋ (B)

 

 
 (A) ＋ (D) 
 ２  
 (B)  

 365  
 

485,706 1,837,391 1,758,197 564,900 75.7 104

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

ニ．商品及び製品

品目 金額（千円）

商品  

ホーニング砥石 1,386

ポリベルト 4

小計 1,390

製品  

ホーニング手動盤 7,781

ホーニング砥石 992

マンドレルＳＳ・ＨＳ 10,381

小計 19,154

合計 20,544

 

ホ．原材料

品目 金額（千円）

砥石砥粒・ラック類 548

ＣＮＣ・アダプター他 27,237

合計 27,785
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ヘ．仕掛品

品目 金額（千円）

ホーニングマシン（自動盤） 324,532

ホーニング砥石 1,594

ホーニングヘッド 39,156

合計 365,282

 

②　流動負債

イ．支払手形

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱ヤナカ 64,106

山藤鉄工㈱ 34,190

㈱トーア 18,574

㈱ブンリ 14,329

㈱三洋マシナリー 10,891

その他 60,897

合計 202,987

 

期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成27年４月 32,424

５月 45,941

６月 40,002

７月 74,710

８月 9,910

９月以降 －

合計 202,987
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ロ．買掛金

相手先 金額（千円）

㈱ヤナカ 15,948

㈱東海精機 14,450

ファナック㈱ 11,607

ニイガタ機電㈱ 6,156

㈱三洋マシナリー 6,103

その他 78,551

合計 132,815

 

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

株券の種類 1,000株券及び1,000株未満の株式数を表示した株券

剰余金の配当の基準日 ３月３１日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都荒川区東日暮里五丁目52番６号

富士ホーニング工業株式会社　業務部

株主名簿管理人 なし

取次所 なし

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都荒川区東日暮里五丁目52番６号

富士ホーニング工業株式会社　業務部

株主名簿管理人 該当なし

取次所 該当なし

買取手数料 該当なし

公告掲載方法 官報

株主に対する特典 該当事項はありません

 

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を請

求する権利並びに株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の

権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は上場会社ではありませんので、金融商品取引法第24条の７第１項の適用がありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第67期）（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）平成26年６月30日関東財務局長に提出

(2）半期報告書

　（第68期中）（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）平成26年12月25日関東財務局長に提出

(3）臨時報告書

　平成27年3月1日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（親会社の異動）に基づく臨時報告書であります。

(4）臨時報告書

　平成27年4月24日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

 

  平成27年６月19日  

富士ホーニング工業株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 東　邦　監　査　法　人  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 矢崎　英城　　　㊞

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐藤　　淳　　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる富士ホーニング工業株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第68期事業年度の財務諸表、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び
附属明細表について監査を行った。
 
財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに
ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、
当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査
法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務
諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。
また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、富士ホー
ニング工業株式会社の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
強調事項
　重要な後発事象に記載されているとおり、中西金属工業株式会社による会社の普通株式に対する公開買付けの結果、平
成27年４月22日付で、同社が会社の親会社となっている。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出
会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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